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彩の国さいたま人づくり広域連合は、

SNSで情報発信しています！

彩の国さいたま人づくり広域連合政策情報誌「Think-ing」は、埼玉県・県内市町村職員の政策研究成果

や政策提言、有識者の寄稿、事例紹介等を掲載することにより、県・市町村職員の政策形成能力の向上を図

り、また、各自治体の政策立案を支援することを目的として、当広域連合が発足した平成11年度から毎年

発行しています。

今号も、多くの皆様から論文をお寄せいただき、また、お忙しい中インタビューに御協力いただき誠にあ

りがとうございました。

本誌に対する意見、感想、次号へのアイデア、掲載論文の活用例などがございましたら下記メールアドレ

スまで是非お寄せください。今後の誌面づくりに反映させていただきます。

地方が主役となる分権時代の「人づくり」を目指して、1999年７月に埼玉県と県内市町村が設立

した地方自治法に基づく『広域連合』(特別地方公共団体 )です。「人材開発事業」「人材交流事業」「人

材確保事業」を３本柱として事業を展開しています。

2018年で発足20年目を迎え、2019年度から５か年の第５次広域計画の３つの基本理念に基づき各

事業を実施しています。

①公務員に必要な能力と高い使命感を持ち、広い視野と柔軟な発想で行動できる人づくり

②時代の潮流をとらえ、未来を切り拓き成果を上げる人づくり

③多様な主体と積極的に関わり、地域とともに活動できる人づくり

１　政策管理部 政策研究担当
◆Twitter　　　アカウント名（@jinzai_seisaku）

◆Facebook　　https://www.facebook.com/jinzai.seisaku/

２　人材開発部
◆Twitter　　　アカウント名（@sai_hitozukuri）
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彩の国さいたま人づくり広域連合 政策情報誌

彩の国さいたま人づくり広域連合は、
地方が主役となる分権時代の「人づくり」を目指して、埼玉県と県内全市町村が設立した
地方自治法に基づく「広域連合」（特別地方公共団体）です。
「人材開発事業」「人材交流事業」「人材確保事業」を３本柱として事業を展開しています。
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シェアリングエコノミーの今日的意義と課題 千葉商科大学
人間社会学部教授 伊藤　宏一

地方自治体における
政策実現型クラウドファンディングの効果

大阪市立大学大学院
都市経営研究科教授 佐野　修久

自治体の活用事例から見るシェアリングエコノミーについて
（「シェアリングエコノミー活用推進事業」等の取り組みから）

大和総研
経済調査部主任研究員 市川　拓也

シェアリングシティの展望
海外事例とデータ活用の視点を交えて

武蔵大学
社会学部教授 庄司　昌彦

シェアリングエコノミーの普及に向けた様々な取組 一般社団法人シェアリングエコノミー協会
事務局長 石山アンジュ

シェアリングエコノミーを活用した
遊休不動産の活性化について

株式会社スペースマーケット
代表取締役社長 重松　大輔

地域共生社会の実現にむけたSB支援のまなざし
ソーシャルビジネスを通して社会関係資本を豊かにする

社会情報大学院大学
広報・情報研究科教授 坂本　文武
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